居宅介護支援事業指定更新申請に必要な書類一覧（チェックリスト）

　申請（開設）者名　　　　　　　　　　　　　事業所名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	早見表番号　
	提出書類
	様式等
	チェック項目

	２，３
□　□
	居宅サービス事業者等自主点検表
	別添２－１
別添２－２
	

	４
□
	加算等自己点検シート
	別添３
	

	５
□

	指定居宅介護支援事業者等指定更新申請書
	様式第３号
	□　送付された申請書に印刷されている内容に誤りがないか
□　申請年月日、法人所在地、法人名称、法人代表者の職・氏名を記入しているか
□　「印」に法務局に登録されている法人代表者印を押印しているか
□　記入担当者名を記入しているか
□　指定申請（介護予防）欄は空欄になっているか（何も記入しなくて結構です。）
□　同一所在地に併設事業所がある場合は、「その他の併設事業」欄の該当事業を○で囲んでいるか
※　送付された申請書に印刷されている内容に誤りがある場合は、朱書き修正するとともに、現行の居宅介護支援事業所について変更届を併せてご提出ください。
※　「更新予定日」は、更新期限の翌日の日付としてください。
（例：更新期限平成２５年４月３０日の場合→更新予定日は平成２５年５月１日）

	７
□

	指定居宅介護支援事業所の指定更新に係る記載事項
	付表１
	□　送付された記載事項（付表１）に印刷されている内容に誤りがないか
※　送付された付表１に印刷されている内容に誤りがある場合は、朱書き修正するとともに、現行の居宅介護支援事業所について変更届を併せてご提出ください。

	８

□
	法人登記簿謄本
（登記事項証明書の場合は、履歴事項証明書とすること）
	
	※直近（６か月以内）の変更届から変更がない場合、既提出分の写しで可。その場合、直近の変更届出年月日を余白に記入してください。
※他事業で原本を提出している場合は写しで可。その場合、原本を添付した事業所の事業所番号と事業所名を余白に記入してください。

	９
□
	従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
（更新申請書提出直近の給料支給月とその３ヶ月前の支給月分の２ヶ月分）
（例：７月末提出の場合、６月、３月分）
※賃金台帳の月と突合していること
	参考様式１
	□　管理者及び従業者全員の毎日の勤務時間数（４週間分）を記載しているか
□　職種は、管理者・介護支援専門員（ケアマネージャー）・その他（事務員等）に区分して記載しているか


	１０
□

	組織体制図
※兼務職員がいる場合、兼務している事業所の勤務形態一覧表も提出してください
(№9の提出月と合致すること)
	
	□　当該居宅介護支援事業所以外に他の介護サービス事業を実施し、その事業所との間に兼務職員がいる場合には、兼務関係が明確にわかるように作成しているか（従業員名を記載しているか）
□　兼務職員がいる場合、兼務先の勤務形態一覧表(№9の様式)を添付しているか
※兼務先が介護サービス事業所以外で勤務形態一覧表が提出できないときは、兼務職員の勤務状況が分かる資料を提出してください。

	１１

□
	介護支援専門員証の写し
（管理者を含む）
	
	□　介護支援専門員証の写し
・従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表に記載した氏名の順に並べて添付してください。
□　介護支援専門員の有効期限が分かる書類を添付しているか
・Ｈ１８年４月以前に資格取得し、更新していない方（旧番号）は新番号と有効期限の分かる書類の写しを添付しているか

	１２
□
	従業者の雇用契約書及び賃金台帳の写し（更新申請書提出直近の給料支払月とその３ヶ月前の支給月分の２ヶ月分）
（例：７月末提出の場合、６月、３月分）
	
	※「勤務体制及び勤務形態一覧表」と突合すること
・常勤職員で雇用契約書がない場合は、労働者台帳あるいは辞令の写しを添付してください。

	１３
□
	管理者の経歴書
※直近の変更届出書から、管理者の変更があった場合
	参考様式２

	□　介護支援専門員であるか
氏名、住所、電話番号、生年月日、主な職歴等を記載してください。
・介護支援専門員証の写し（有効期限の分かるもの）を添付してください。
・当該事業に関する資格を有する場合は併せて記載してください。
※　管理者の変更があった場合は変更届の提出が必要です。併せてご提出下さい。

	１７

□
	事業所の平面図
（写真の位置番号付き）
	参考様式３
	□　当該事業に使用する箇所（事務室、相談室等）及び備品の配置、各部屋の面積がわかるように作成しているか
□　他事業と兼用の場合は、事業ごとの専用区画が明らかになるように記載しているか
□　写真の撮影方向を明示しているか

	１８

□
	事業所の写真
（平面図の位置番号付き）
（白黒コピー不可）
	
	□　事業所の建物の外観及び平面図で示した箇所の内部の広さ、設備、備品等の配置状況がわかる写真をＡ４台紙に貼付しているか（デジカメデータのレイアウト印刷も可）

	２３

□
	案内図（近隣見取り図）
	
	□　鉄道駅、小学校等目標となる所から事業所までの案内図が添付されているか

	２４

□
	運営規程
	
	□　以下の内容を具体的に記載した運営規程を作成しているか
□　事業の目的及び運営の方針
□　職員の職種、員数及び職務内容
□　営業日及び営業時間
□　指定居宅介護支援の提供方法、内容及び利用料その他費用の額
　□　その他運営に関する重要事項


	２５
□
	利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要
（重要事項説明書の該当頁写し又は掲示物の該当部分写し）
	（未整備の場合は参考様式６に準じて定めること）
	□　常設の窓口を設けているか
□　事業所のスタッフから担当者を選任しているか
□　処理体制や手順が適切か

	２６

□
	決算書
	
	□　指定居宅介護支援事業の会計とその
　他の事業の会計を区分しているか
※直近の決算書をご提出下さい。

	２９

□
	関係市町村並びに他の保健医療・福祉サービスの提供主体との連携の内容
	参考様式１２
	

	３１

□
	誓約書（介護保険法第７９条第２項各号に該当しないこと）
及び
誓約書（福岡県暴力団排除条例関係）

	参考様式９－１
参考様式９－３
	□　偽りなく記載されているか
□　法人所在地及び名称、代表者の職氏名を記載し、法人代表印が押印されているか
□　全ての役員等について記載されているか。押印されているか。（当該事業所の管理者も含められているか）
□　誓約書の日付が記載されているか
□　誓約書欄と別記部分とが両面コピーされているか
・　誓約書を他事業所申請の際に提出済みの場合は、事業所番号を記した誓約書の写しを添付してください。
ただし、管理者分や役員改選後に新たに追加した役員分の誓約書は別途提出してください。


	３２

□
	建物に係る証明書類
	
	□　自己所有の建物の場合は、登記簿の写しを添付しているか
□　事業所を借りている場合は、賃貸借契約書等及び家賃の支払の確認ができる書類を添付しているか

	３６
□

	変更届出書
※該当事業所のみ提出ください。
	別添１
	※　介護保険法施行規則第１３１条にかかる項目に変更がある場合は変更届出書をご提出ください。


	３７
□
	業務管理体制の整備(法令遵守等)の状況確認の自主点検表
	
	□　業務管理体制の整備の状況確認の自主点検表を添付しているか
※国が監督権者である事業者(法人)は提出不要です。

	１
□
	チェックリスト
	当該様式
	□　すべての項目と申請書類をチェックしてチェックを入れたか

	※
□
	パンフレット
	
	□　事業所で制作したパンフレット等があれば、１部添付してください。


＊書類の提出前に「居宅介護支援事業者の指定更新申請に必要な書類一覧（チェックリスト）」により漏れがないか確認の上、ご提出ください。

